
１４　民間紛争解決手続の業務の内容及びその実施方法の概要 （第９面）

【法6条1号関係】

定款第4条1項2号、3号、運営規則第2条

【法14条関係】（運営規則9条2項）

・説明者：受付担当者（電話の場合は、説明書を郵送）

【法6条8号、15号関係】

･申立書提出（運営規則第13条）

・申立手数料10,000円（現金納付）（運営規則第65条）

・成立手数料の説明（運営規則第66条及び同規則別表）

→

←

・運営規則第20条（あっせん人の除斥）、第21条（忌避）

・電話の上、配達証明郵便

・申立書写し、手続説明書面、回答書・答弁書（配達証明郵便）（運営規則第17条）

・交互面接又は同席面接 ・当事者に手続終了通知（運営規則第17条6項）

→ 必要に応じ、鑑定、出張等（運営規則第26条）

（運営規則第29条） （運営規則第30条） （運営規則第31条） （運営規則第28条、第30条）

事務局長案件審査

運営委員会

申立人への通知

手続終了

不応諾

・和解あっせん人選任（運営規則第18条）
・弁護士1名の他、事案に応じたあっせん人2名を選任する。

【法6条8号】
・回答書・答弁書の提出

仲裁移行
申立の取下げ
相手方の離脱

和解契約書作成 終了及び理由の通知 仲裁人の選任 終了及び理由の通知

【法6条12号関係】
当事者による手続の終了

【法6条13号関係】
手続実施者による手続の終了

和解不成立

和解あっせん人
仲裁人の決定

相手方への通知・確認

第1回期日

第2回期日

応諾

民事に関する紛争

説明（対A）

Aの申立て
（センター受付窓口）

受理

第3回期日・・・

和解成立
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